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産の道（The European Route of Industrial Heritage：ERIH）」プロジェ
5　Historic England ウェブサイトに基づく。（https://historicengland.org.uk/advice/heritage-at-




























2019 年 12 月 27 日〕）このプロジェクトについては、後述する。
7　スペインにおける産業遺産の保存や利活用に関する文献としては、Eva María Martín 
Azucano, El patrimonio protegido de las personas con Discapacidad ─ Aspectos civiles,  LA 









minero de Almadén、2012 年世界遺産登録）及び「ビスカヤ運搬橋 ( 以下、「ビ










el territorio,  INCUNA Asociación de Arqueología Industrial, 2017. Santiago Arroyo Serrano, 
María Gimenez Prades, Diana Sanchez Mustieles, Conservación y restauración de patrimonio 
industrial , Editorial Síntesis, 2018, pp.11-16, pp.177-181.
8　スペイン国内における産業遺産保護の枠組みづくりの一環として、INCUNAという協会や
TICCIH の ス ペ イ ン 支 部 が 活 動 し て い る。María Pilar Biel Ibáñez, La catalogación, la 
protección y la conservación del patrimonio industrial, María Pilar Biel Ibáñez, Gerardo 
J. Cueto Alonso, 100 elementos del patrimonio industrial en España , TICCIH España en 
colaboración con Editorial CICEES e Instituto del Patrimonio Cultural de España, 2012, pp.66-
73. または、Alberto Humanes Bustamante, Reflexiones sobre el plan nacional de patrimonio 
industrial, María Pilar Biel Ibáñez, Gerardo J. Cueto Alonso, 100 elementos del patrimonio 
industrial en España , TICCIH España en colaboración con Editorial CICEES e Instituto del 
Patrimonio Cultural de España, 2012, pp.88-90. 邦語文献は、野口健格「スペイン産業遺産の
保護に関する法制 ─ 1978 年憲法における観光政策に対する地方分権化の視点からの考察 ─」
中央学院大学法学論叢 31 巻 2 号 (2018 年 )35-45 頁。
9　アルマデン鉱山の歴史に関しては、Rafael Gil Bautista, Las minas de Almadén en la edad 










箇所の鉱山都市とその関連施設群を対象とし、アルマデン 5 件、イドリア 7









a. アルマデン旧市街（La ciudad antigua de Almadén）
　アルマデンの街は、レマタル城（Castillo de Rematar、図 6）を中心に発
10　邦語文献としては、野口・前掲（注 8）42-43 頁。西語文献としては、Juan Ignacio Luca de 
Tena, Destinos Patrimonio de la humanidad en España , Gurupo Anaya, 2015, pp.116-117. 
または、Carlos J. Pardo Abad, El patrimonio industrial en España  ─ Paisajes, lugares y 
elementos singulars,  Ediciones akal, 2016, pp.49-54.
11　植月献二「EUの水銀の輸出禁止及び安全貯蔵に関する規制」外国の立法 248 号（2011 年）7頁。
水銀鉱山は地元に繁栄をもたらしてはいたが、水銀は周囲の水系や大気中にも放出され、深
刻な公害源ともなっていた。
12　アルマデン鉱山の構成物件それぞれの詳細は、Eduardo Martines López, El parque minero 
de Almadén. La ruta del mercurio y la plata en el camino real. Desarrollo y gestión, Miguel 
Angel Alvarez Areces, Patrimonio Industrial y Paisaje- Ⅴ congreso sobre Patrimonio 





来も「Hins-Al-Madin」（スペイン語で言うと「Fuerte de la mina〔鉱山の
城塞〕」）を意味するアラビア語の一部が転訛したものであると言われ、世界
遺産を構成する旧市街にはレマタル城のほか、かつて水銀の販売所であった
水銀博物館（Museo del Mercurio）や鉱山アカデミー（Casa Academia de 
Minas）、ブスタマンテ炉（Hornos de Aludeles o Bustamante）、フッカー







b. ミナ・デル・カスティリョの建造物群（Los Edificios de la Mina del Castillo）
　一般的に、「鉱山公園」（Parque minero）と呼ばれる施設がこれにあたる。
現在のビジターセンター（Centro de Recepción de Visitantes）やサン・ミ































































では「スペイン歴史遺産法」（Ley 16/1985, de 25 de junio, del Patrimonio 
Histórico Español）14 がその役割を担っている。アルマデンの水銀鉱山では、
スペイン帝国が終焉を迎えた後も採掘が行われ、スペイン国営の水銀採掘貿



















14　歴史遺産法に関しては、Patrimonio Histórico Español(SEXTA EDICION) , THOMSON 
CIVITAS Editorial Aranzadi, 2004.
15　1982 年 3 月 31 日に設立されたこの会社組織は、アルマデン水銀鉱山の閉山までの営業を
行い、その後の管理・運営業務を引き続き行っている。現在、政府系の会社であるSEPI（Sociedad 
Estatal de Participaciones Industriales）グループに組み込まれている。
16　Ibid(12), pp.313-314.
17　Angera Rojas Avalos, Patrimonio Mercurio-Basado en el expediente de nominación a la 












































カヤ交通局（El Transportador de Vizcaya S. L.）が担っている。この橋は、
港を中心に工業都市として繁栄した街のシンボルであり、スペイン内戦の時
期には一度破壊されたことがあったものの、市民の手で同じものが再度掛け
18　Juan Ignacio, ibid(10), pp.28-29. Carlos J., ibid(10), pp.174-177. 
19　パラシオ個人に関する記述はA. López Echevarrieta, Centenario del 《Puente Vizcaya》, 





















colgante.com/〔最終閲覧 2019 年 12 月 27 日〕）を参照。
22　ビスカヤ橋の近時の利活用に関しては、例えば、Alfredo Perez Trimino, Puente Vizcaya-Mi 







自治州レベルでは、「バスク文化遺産法」（LEY 6/2019, de 9 de mayo, de 
Patrimonio Cultural Vasco）が適用されるほか、世界文化遺産に登録されて
いるため、国家レベルにおける「スペイン歴史遺産法」（Ley 16/1985, de 25 









































sangyousekaiisan/pdf/siryou_jp17.pdf（最終閲覧 2019 年 12 月 27 日）
24　Hans Karsten Schmaltz/Reinhard Wiechert, Niedersächsishes Denkmalschutzgesetz 












（ドイツ語ではDenkmal）と重なり合う関係にある。Vgl. Michael Sachs(Hrsg.),  Grundgesetz 
























26　Dimitrij Davydov/Ernst-Rainer Hönes/Birgitta Ringbeck/Holger Stellhorn, 
Denkmalschutzgesetz Nordrhein-Westfalen Kommentar. 6. Aufl. 2018. §2. Rn.1f.
27　ドイツにおいて本稿にいう「産業遺産」に相当する概念は「産業及び技術文化財（Industre- 
und Technikdenkmal）」である。この概念には、製造、流通及び交通における技術の進歩
の成果を遺す、顕著な技術的遺構という説明が与えられている。Dieter J. Martin/Michael 
Krautzberger (Hrsg.), Handbuch Denkmalschutz und Denkmalpflege. 4.Aufl. 2017, Rn.620f.
（Dimitrij Davydov）
28　Vereinigung der Landesdenkmalpfleger der Bundesrepublik Deutschland(Hrsg.), Denkmale 
der Industrie und Technik in Deutschland. 2016, S.14.















年には完了している。ただし、シュパイヒャーシュタットの A ～ X までブ
ロック記号が付された倉庫群のうち 31、A～ C、J、K、Mブロックは戦災に
よりほぼ完全に損壊したため A ～ C 及び J ブロックは復元されず、このエ







に 60 パーセント程度に低下していたとされる 34。
30　Ralf Range/Thomas Hampel, Hamburgs Welterbe. 2016, S.28. ただし、商館街のうちシュプ
リンケンホーフとモーレンホーフは 1927 年以降に建設が始まっている。
31　このうちFブロックと Iブロックは当初から欠番となっており存在しない。
32　Freie und Hansestadt Hamburg, Nominierungsdossier zur Eintragung in die UNESCO 
Welterbeliste.2014. S.54,123f.
33　ただし、シュパイヒャーシュタットの建造物群のうち従前の通り倉庫として利用されている
のは 2011 年現在で E、G、V、X ブロック及び M、W ブロックの一部にすぎず、建造物数
で全体の 2 割程度となっている。その他はオフィスや店舗等に転用されているが、内部のみ




































後、ICOMOS の審査を経て、2015 年の第 39 回世界遺産委員会において正













35　Freie und Hansestadt Hamburg, Faktenblatt Speicherstadt und Kontorhausviertel mit 
Chilehaus. 2017. S.1-3. 全文が以下で公開されている。https://www.hamburg.de/bkm/unesco-
speicher-kontore/9141214/praktisches-download-bereich/（最終閲覧 2019 年 12 月 27 日）
36　Günther Bayerl /Florian Heine, Welterbe: Deutschlands lebendige Vergangenheit. 
2018, S.282; Range/Hampel, a.a.O.(Anm.30), S.97f.
37　ICOMOS, Evaluations of Nominations of Cultural and Mixed Properties(Report for the 
World Heritage Committee), 2015. S.192f. 全文が以下で公開されている。http://whc.unesco.



























39　Freie und Hansestadt Hamburg, a.a.O.(Anm.32), S.211.





リアの確保を困難にすることにもつながることになった。Vgl. ICOMOS, a.a.O.(Anm.37), S.199.
41　Freie und Hansestadt Hamburg, a.a.O.(Anm.32), S.234.


















































44　Freie und Hansestadt Hamburg, a.a.O.(Anm.42), S.53-59.
45　世界遺産リストの正式登録名称は、「アルフェルトのファグス工場」である。
46　Wolfgang Kimpflinger/Wolfgang Neß/Reiner Zittlau, Das Fagus-Werk in Alfeld als 
Weltkulturerbe der UNESCO: Dokumentation des Antragsverfahrens. 2011, S.11.










































り返してきた。1985 年から 1989 年には建物全体をフルリノベーションして






点ともなった。2000 年には、ニーダーザクセン州政府が主催する 2000 年紀
展覧会「人類・自然・技術」において、人と技術の調和を象徴する記念碑的
建築物として、そのメイン会場の 1 つとしても用いられている。2005 年以
降現在まで、見学者対応を行う学芸専任職員を配置し、倉庫棟を展示スペー
ス、燃料及び切屑貯蔵場をゲストスペースとして開放しており、2009 年に









für Wissenschaft und Kultur, Nominierungsdossier zur Eintragung in die UNESCO 
Welterbeliste. 2010. S.32f.
52　Niedersächsisches Ministerium für Wissenschaft und Kultur,a.a.O(Anm.51), S.35.
53　ICOMOS, Evaluations of Nominations of Cultural and Mixed Properties(Report for the 
World Heritage Committee), 2011. S.238. 全文が以下で公開されている。http://whc.unesco.
org/document/152494/（最終閲覧 2019 年 12 月 27 日）
























けられている（6 条及び 10 条）。その一方で、モダニズムの象徴的建築であ
るファグス工場は国全体の財産と見なされ、各々の修復や造作の場合に、州
当局や自治体による助言や財政援助がなされてきた（7 条、9 条）ことは無
視されるべきではない。1985 年～ 2001 年の二度の大規模修繕において、こ
の工場に投じられた修繕経費の金額は 665 万 3,000 ユーロに上るが、ファグ






国の負担額はドイツ連邦共和国 144 万 4,000 ユーロ（21.7%）、ニーダーザク
セン州 167 万 4,000 ユーロ（25.2%）、残りはドイツ文化財保護財団 15 万 3,000
ユーロ、ハノーファー修道院協議会による寄付金 5 万 1,000 ユーロ、欧州連
















と題する広域の建築物展示会を催行し 58、また同州は 2019 年においてファ
57　Niedersächsisches Ministerium für Wissenschaft und Kultur, a.a.O(Anm.51), S.35.
58　Pressemitteilung des Niedersächsisches Ministerium für Wissenschaft und Kultur vom 




















59　Niedersächsisches Ministerium für Wissenschaft und Kultur, Übersicht der geförderten 






































62　Vereinigung der Landesdenkmalpfleger der Bundesrepublik Deutschland, a.a.O.(Anm. 28),
S.14. ただし、産業遺産の保護に関する動きがそれ以前に全く見られなかったわけではない。
ドイツ州文化財当局連合は、欧州における産業遺産保護を 3 つのフェーズに区分している。





















































業の道ルール（Route Industrie Ruhrgebiet）」がある（図 35、36）。この取
り組みは、1981 年にドルトムントのツォレルン炭砿跡地を博物館として整
備した際に構想され、展示施設や博物館として転用された施設を結ぶネット
ワークとして、2004 年までには 20 カ所のアンカーポイントをもつ周遊ルー
トとなった 64。炭砿鉄道跡をサイクリングロードに転用し、またかつての資















65　Land Nordrhein-Westfalen/Landschaftverband Westfalen-Lippe/Landschaftsverband 
Rheinland/Stadt Dortmund/Stadt Essen(Hrsg.), Industriekurkur 2020. 2014, S.37f.
66　Regionalverband Ruhr, Was ist die Route der Industriekultur? （http://www.route-
industriekultur.ruhr/ueber-uns/was-ist-die-route-der-industriekultur.html〔最終閲覧 2019 年



























2019 年 12 月 27 日〕）に基づく。
68　理事会は構成国から選出される 11 人の理事で構成されており、2019 年現在の構成はドイツ６、
イギリス、ポーランド、オランダ、チェコ及びイタリアが各１である。
69　ERIH ウェブサイト（https://www.erih.de/ueber-erih/das-routensystem/regionale-routen/
〔最終閲覧 2019 年 12 月 27 日〕）によれば、2019 年 12 月現在、ERIH が設定するリージョナ
ルルートは 22 ルートある。最初に認定されたのはルール（ドイツ）、南ウェールズ（イギリス）
及びカタルーニャ（スペイン）の 3 ルートであった。2019 年現在のルートの国別内訳は、ド








められた。その名高い事例が、1989 年から 10 年間の計画期間で実施され















下に詳しいほか、日本都市計画学会関西支部講演録「都市環境デザインセミナー 99 年第 8 回
記録『ドイツのまちづくり』」（講演者：春日井道彦）において IBA と結びつけた事業の全
体像が分析されている（http://web.kyoto-inet.or.jp/org/gakugei/judi/semina/s9908/index.
htm#Mdoi002〔最終閲覧 2019 年 12 月 27 日〕）。
71　Land Nordrhein-Westfalen/Landschaftverband Westfalen-Lippe/Landschaftsvernband 













































　また、IBA や ERIH を通じて、価値の把握や利活用のための技術や手法
を共有し伝播させていくためのプラットフォームを開くことも重要である。
ERIH が 2001 年に策定したデュイスブルク宣言においては、産業遺産のマー
ケティングや保存技術の確立のために相互に協力し合うことが謳われてお
り 73、その技術・政策支援のためのパートナーとして、2019 年現在でドイツ






年 9 月 20 日）（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/yuushikisya/info130920.html〔最終閲
覧 2019 年 12 月 27 日〕）。
73　ERIH, The Declaration of Duisburg, 1.12.2001.
74　ERIH ウェブサイトに基づく。https://www.erih.net/about-erih/erihs-history-and-goals/
（最終閲覧 2019 年 12 月 27 日）
（287）
武蔵野法学第 12 号
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状態や建築時期によって区々となり得る。その際、類似の状況についての対
策や現状に対する情報共有が成されることは、産業遺産の特性からしても極
めて有益なことであると言えよう。
　もとより本稿は、欧州の政策を我が国に当てはめれば状況は改善する、と
いう提言を行おうとするものではない。イギリス・スペイン・ドイツそれぞ
れに産業遺産保護政策の産みの苦しみがあり、可能なところから取り組みを
進めてきた結果が、各国の現在の産業遺産保護政策を作り上げている。それ
らは、将来の我が国の産業遺産保護政策の姿そのものではないであろうが、
政策形成の道を示すものとなるだろう。
〔追記〕
　本稿は、科学研究費補助金（挑戦的萌芽研究）課題番号 16K13319「産業
遺産保護に関する公法理論の構築―英・独・西との比較に基づく理論的・実
証的研究」による研究成果の一部である。
（288）
